「利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書」について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（障がい福祉サービス）
●１ヶ月に決定支給量を最大限利用すれば、利用者負担上限月額を超える方には、「利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書」を同封しています。

●複数事業所を利用し、１ヶ月あたりの利用者負担上限月額を超えると予想される利用者は、「利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書」の提出が必要です。
（但し、既に届出されている方、障害福祉サービス受給者証の（六）の中段「利用者負担上限額管理事業所名」に記載のある場合は提出不要です）
●上限額管理事業所に「利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書」の必要事項を記入・押印いただき、利用者が受給者証と共に障がい福祉課へ提出して下さい。
（代行でも結構です）
参考

利用者負担上限額管理者(上限額管理事業所)の優先順位について
利用者の支給決定サービスの種類により上限額管理事業所の優先順位があります。
（第１順位）居住系サービス事業所

共同生活介護・共同生活援助・入所施設 等

（第２順位）特定相談支援事業所
　　　（計画相談支援給付費支給者で、継続サービス利用支援のモニタリング期間が

「毎月ごと」の場合のみ）
（第３順位）日中系サービス事業所

生活介護・就労移行支援・就労継続支援・旧法指定施設（通所）等

（第４順位）訪問系サービス事業所

居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護 等

※（第４順位）の中で複数事業所がサービス提供している場合は、以下の優先順位で上限管理事業所を決定しますが、最も高い順位に複数の事業所が存在する場合は、原則として契約時間数が多い事業所とします。

①対象者に同一事業所番号で複数の訪問系サービスを提供する事業所

②重度訪問介護事業所

③居宅介護事業所

④同行援護事業所
⑤行動援護事業所

（第５順位）短期入所事業所
（第６順位）【体験利用】共同生活介護・共同生活援助事業所
